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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 
第110期 

第１四半期 
連結累計期間 

第111期 
第１四半期 
連結累計期間 

第110期 

会計期間 
自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日 

自 2019年４月１日 
至 2019年６月30日 

自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日 

売上高 （百万円） 4,038 3,613 20,847 

経常損失（△） （百万円） △678 △695 △151 

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期
純損失（△） 

（百万円） △717 △699 410 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △648 △776 362 

純資産額 （百万円） 18,662 18,808 19,676 

総資産額 （百万円） 28,135 27,909 29,409 

１株当たり当期純利益又は四半期
純損失（△） 

（円） △72.54 △70.65 41.42 

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 66.3 67.4 66.9 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していませ

ん。 

４．前第３四半期連結会計期間より、営業外収益の「不動産賃貸料」を「売上高」に含めて表示することに変更

したため、前第１四半期連結累計期間についても当該表示方法の変更を反映した組替後の数値を記載していま

す。 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主たるリス

ク要因に重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況 

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用情勢の改善などを背景に緩やかな回復基調が続

きましたが、米中貿易摩擦による景気減速の懸念などから、依然として景気は先行き不透明な状況で推移しました。 

こうした状況の中、当社グループでは、前中期経営計画を受けて、「成長性及び収益性の追求を加速する」ことを

基本方針とした2022年３月期を最終年度とする新中期経営計画「Dash! 2021」を策定し、前中期経営計画の課題を一

つ一つクリアしながら、成長性及び収益性を追求していきます。 

当第１四半期連結累計期間の売上高は、3,613百万円で前年同期に比べ10.5％の減収となりました。利益面では営

業損失717百万円（前年同期667百万円の損失）、経常損失695百万円（前年同期678百万円の損失）、親会社株主に帰

属する四半期純損失は699百万円（前年同期717百万円の損失）となりました。 

セグメントごとの状況を示すと、次のとおりです。 

なお、前第３四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、変更後の区分に組み替えた数値で

比較しています。 

（情報通信事業） 

情報通信事業においては、主に特定顧客向けビジネスホンの売上高が減少したことにより、事業全体の売上高は

2,523百万円で前年同期に比べ3.6％の減収となりました。セグメント損益は176百万円の損失（前年同期167百万円の

損失）となりました。 

（印刷システム事業） 

印刷システム事業においては、主に印刷機の売上高が減少したことにより、事業全体の売上高は531百万円で前年

同期に比べ18.5％の減収となりました。セグメント損益は28百万円の損失（前年同期32百万円の損失）となりまし

た。 

（電子計測事業） 

電子計測事業においては、主に航空宇宙関連の売上高が減少したことにより、事業全体の売上高は468百万円で前

年同期に比べ32.5％の減収となりました。セグメント損益は136百万円の損失（前年同期92百万円の損失）となりま

した。 

（不動産事業） 

不動産事業においては、主に当社本社敷地内の保有資産の有効活用により、事業全体の売上高は89百万円で前年同

期に比べ22.1％の増収となりました。セグメント損益は22百万円の利益（前年同期23百万円の利益）となりました。 

 

(2) 財政状態の状況 

① 資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ1,499百万円減少し、27,909百万円と

なりました。 

（流動資産） 

流動資産は、主に有価証券が500百万円、商品及び製品が660百万円、仕掛品が183百万円それぞれ増加しました

が、受取手形及び売掛金が2,205百万円減少したため、前連結会計年度末に比べ801百万円減少し、17,767百万円と

なりました。 

（固定資産） 

固定資産は、主に投資その他の資産が612百万円減少したため、前連結会計年度末に比べ697百万円減少し、

10,142百万円となりました。 

② 負債の状況 

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ632百万円減少し、9,101百万円となりま

した。 

（流動負債） 

流動負債は、主に未払法人税等が315百万円、賞与引当金が255百万円それぞれ減少したため、前連結会計年度末

に比べ571百万円減少し、3,290百万円となりました。 
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（固定負債） 

固定負債は、主に退職給付に係る負債が25百万円、その他が19百万円それぞれ減少したため、前連結会計年度末

に比べ60百万円減少し、5,811百万円となりました。 

③ 純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、主に剰余金の配当99百万円及び親会社株主に帰属する四半期純

損失699百万円の計上により利益剰余金が798百万円、その他有価証券評価差額金が49百万円、為替換算調整勘定が

33百万円それぞれ減少したため、前連結会計年度末に比べ867百万円減少し、18,808百万円となりました。 

 

(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は413百万円です。 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
（2019年６月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（2019年８月７日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 10,080,344 10,080,344 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は100株 

計 10,080,344 10,080,344 － － 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

2019年６月30日 － 10,080,344 － 6,025 － 6,942 

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2019年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 36,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,995,500 99,955 － 

単元未満株式 普通株式 48,644 － － 

発行済株式総数   10,080,344 － － 

総株主の議決権   － 99,955 － 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式付与ESOP信託」所有の当社株式143,700株（議決

権1,437個）及び証券保管振替機構名義の株式1,200株（議決権12個）が含まれています。 

２．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。 

 

②【自己株式等】

        2019年６月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

岩崎通信機株式会社 
東京都杉並区 
久我山１丁目７番41号 

36,200 － 36,200 0.36 

計 － 36,200 － 36,200 0.36 

（注）株主名簿上は、当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が100株（議決権１個）あります。な

お、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式の中に含まれています。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しています。 

 

監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2019年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,280 8,218 

受取手形及び売掛金 5,668 3,463 

有価証券 － 500 

商品及び製品 1,651 2,312 

仕掛品 871 1,054 

原材料及び貯蔵品 1,958 2,031 

その他 141 188 

貸倒引当金 △3 △1 

流動資産合計 18,569 17,767 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,388 3,324 

土地 3,724 3,721 

その他（純額） 1,129 1,093 

有形固定資産合計 8,241 8,139 

無形固定資産    

ソフトウエア 472 489 

その他 45 45 

無形固定資産合計 518 535 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,682 1,134 

その他 431 368 

貸倒引当金 △34 △34 

投資その他の資産合計 2,079 1,467 

固定資産合計 10,840 10,142 

資産合計 29,409 27,909 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2019年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,344 1,193 

短期借入金 80 120 

未払法人税等 343 28 

賞与引当金 518 263 

製品保証引当金 91 83 

その他 1,483 1,600 

流動負債合計 3,861 3,290 

固定負債    

繰延税金負債 1,245 1,236 

株式給付引当金 54 49 

退職給付に係る負債 4,110 4,085 

その他 460 440 

固定負債合計 5,871 5,811 

負債合計 9,733 9,101 

純資産の部    

株主資本    

資本金 6,025 6,025 

資本剰余金 6,948 6,948 

利益剰余金 6,584 5,786 

自己株式 △165 △156 

株主資本合計 19,393 18,602 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 296 246 

為替換算調整勘定 △127 △160 

退職給付に係る調整累計額 113 119 

その他の包括利益累計額合計 282 205 

純資産合計 19,676 18,808 

負債純資産合計 29,409 27,909 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年６月30日) 

売上高 4,038 3,613 

売上原価 2,686 2,375 

売上総利益 1,351 1,237 

販売費及び一般管理費 2,019 1,955 

営業損失（△） △667 △717 

営業外収益    

受取利息 6 4 

受取配当金 21 22 

受取地代家賃 8 9 

投資有価証券売却益 34 － 

その他 6 6 

営業外収益合計 78 42 

営業外費用    

支払利息 0 0 

為替差損 8 6 

投資有価証券売却損 76 － 

保険解約損 1 9 

その他 4 4 

営業外費用合計 90 21 

経常損失（△） △678 △695 

特別損失    

投資有価証券評価損 26 － 

特別損失合計 26 － 

税金等調整前四半期純損失（△） △705 △695 

法人税、住民税及び事業税 7 7 

法人税等調整額 4 △4 

法人税等合計 12 3 

四半期純損失（△） △717 △699 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △717 △699 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年６月30日) 

四半期純損失（△） △717 △699 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 24 △49 

為替換算調整勘定 44 △33 

退職給付に係る調整額 1 6 

その他の包括利益合計 69 △76 

四半期包括利益 △648 △776 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △648 △776 
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【注記事項】

四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりです。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年４月１日 
至 2019年６月30日） 

減価償却費 277百万円 205百万円 

 

株主資本等に関する注記

配当に関する事項 

前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2018年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 100 10.00 2018年３月31日 2018年６月25日 

（注）配当金の総額には、株式付与ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれています。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2019年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 100 10.00 2019年３月31日 2019年６月27日 

（注）配当金の総額には、株式付与ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれています。 
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セグメント情報等の注記

【セグメント情報】 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額   情報通信 印刷システム 電子計測 不動産 

売上高            

外部顧客への売上高 2,618 652 694 72 － 4,038 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 2,618 652 694 72 － 4,038 

セグメント利益又は損
失（△） 

△167 △32 △92 23 △398 △667 

（注）１．セグメント損益の調整額△398百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△398百万円が含

まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。 

２．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っています。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額   情報通信 印刷システム 電子計測 不動産 

売上高            

外部顧客への売上高 2,523 531 468 89 － 3,613 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 2,523 531 468 89 － 3,613 

セグメント利益又は損
失（△） 

△176 △28 △136 22 △398 △717 

（注）１．セグメント損益の調整額△398百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△398百万円が含

まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。 

２．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っています。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前第３四半期連結会計期間より、保有不動産の賃貸及び管理を事業化するための組織変更に伴い、報告セグメン

トを従来の「情報通信事業」、「印刷システム事業」及び「電子計測事業」の３区分から、「情報通信事業」、

「印刷システム事業」、「電子計測事業」及び「不動産事業」の４区分に変更しています。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成しています。 
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり四半期純損失 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年４月１日 
至 2019年６月30日） 

１株当たり四半期純損失（△） △72.54円 △70.65円 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） 
（百万円） 

△717 △699 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失（△）（百万円） 

△717 △699 

普通株式の期中平均株式数（株） 9,896,257 9,906,573 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していません。 

２．株主資本において自己株式として計上されている株式付与ESOP信託に残存する自社の株式は、１株当た

り四半期純損失の算定上、期中平均株式総数の計算において控除する自己株式に含めています。当該自己

株式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期間148,500株、当第１四半期連結累計期間137,433株で

す。 

 

その他の注記

表示方法の変更 

前第３四半期連結会計期間より、保有不動産の賃貸及び管理を事業化するための組織変更に伴い、営業外収益の

「不動産賃貸料」、営業外費用の「不動産賃貸費用」として表示していた投資不動産賃貸に係る収益及び費用を

「売上高」、「売上原価」に含めて表示しています。この表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っています。この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計

算書において、営業外収益の「不動産賃貸料」として表示していた49百万円を「売上高」に、営業外費用の「不動

産賃貸費用」として表示していた30百万円を「売上原価」に含めて表示しています。 

 

２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。 

 

- 14 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年８月７日

岩崎通信機株式会社 

取締役会  御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山  本  美  晃   印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小  林  圭  司   印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岩崎通信機株式

会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岩崎通信機株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しています。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 


